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武内保育園運営規程  

 

（施設の名称等）  

第１条 社会福祉法人武内福祉会が設置する保育所型認定こども園の名称及び所在地

は、次のとおりとする。  

（１）名称  武内保育園  

（２）所在地  佐賀県武雄市武内町大字梅野乙 13631-1 

 

（施設の目的）  

第２条 武内保育園（以下「本園」という。）は、教育・保育施設の適切な運営を確保

するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、本園を利用する小学校就学前

の子どもに対し、適正な教育・保育を提供することを目的とする。  

 

（運営の方針）  

第３条 本園は、良質な水準かつ適切な内容の教育・保育の提供を行うことにより、

全ての子どもが健やかに成長するために適切な環境が等しく確保されることを目指

す。  

２ 本園は、家庭的な雰囲気の中で家庭、地域社会との連携を深めながら、子どもの

最善の利益を目指し「福祉の精神」で教育・保育を提供するよう努める。  

３ 本園は、利用する子どもの属する家庭及び地域との結びつきを重視した運営を行

なうとともにその支援を行い、都道府県、市町村、小学校、他の特定教育・保育施

設等、地域子ども・子育て支援事業を行う者、他の児童福祉施設その他の学校又は

保健医療サービス若しくは福祉サービスを提供する者との密接な連携に努める。  

４ 本園は、利用する子どもの人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する

等必要な体制の整備を行うとともに、従業員に対し、研修を実施する等の措置を講

ずるよう努める。  

 

（提供する教育・保育の内容）  

第４条 本園は、子ども・子育て支援法、その他関係法令等を遵守し、幼保連携型認

定こども園教育・保育要領を踏まえ、幼稚園教育要領及び保育所保育指針に基づき、

利用子どもの心身の状況等に応じて、教育・保育を提供する。  
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（保護者に対する子育て支援の内容）  

第５条 本園における保護者に対する子育ての支援は、保護者が子育てについての第

一義的責任を有するという基本認識の下に、子育てを自ら実践する力の向上を積極

的に支援するものとする。  

２ 本園は、教育及び保育に関する専門性を十分に活用し、子育て支援事業のうち、

その所在する地域における教育及び保育に対する需要に照らし当該地域において実

施することが必要と認められるものを、保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制

の下で行うものとする。  

３ 本園は、保護者に対する子育ての支援において、地域の人材及び社会資源の活用

を図るよう努める。  

 

（職員の職種、員数及び職務の内容）  

第６条 本園が教育・保育を提供するに当たり配置する職員の職種、員数及び職務内

容は次のとおりとする。ただし、職員の員数については最低基準条例で定める配置

基準以上とする。なお、職員は園児の数により変動することがある。  

（１）園長 1 人（常勤）  

園長は、教育・保育の質の向上、職員の資質の向上に取組むとともに、職員の管

理及び業務の管理を一元的に行う。  

（２）副園長（常勤もしくは非常勤１人を置くように努める。）  

   副園長は園長を補佐し、職員の管理及び業務の管理を行う。  

（３）主幹保育教諭 ２人（常勤）  

主幹保育教諭は、園長を補佐するとともに、計画の立案や利用する子どもの保護

者からの育児相談、地域の子育て支援活動及び保育内容について保育教諭を統括

する。  

（４）保育教諭（必要職員配置を満たす数）   

保育教諭は、保育課程及び指導計画の立案をし、その課程及び計画に基づきすべ

ての子どもが安定した生活を送り、充実した活動ができるよう教育・保育を行う。 

（５）保育補助者 １人（非常勤）  

保育補助者は、保育士の職務を助ける。  

（６）事務職員 １人（常勤）  

事務職員は、本園の事務を行う。  
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（７）栄養士 １人（常勤）  

栄養士は、子どもの発達段階に応じた離乳食、乳幼児食に係る献立を作成すると

ともに、本園全般の食育を行う。  

（８）調理員 ２人（常勤１人、非常勤人）  

調理員は、献立に基づく調理業務及び食育に関する活動を行う。  

（９）看護師 １人（非常勤）  

看護師は、子どもと職員の健康管理と本園全般の衛生管理を行う。  

（10）嘱託医 １人（任命、または委託）  

   嘱託医は、健康相談、保健指導、健康診断、疾病の予防措置、感染症の予防に

関する必要な指導及び助言を行う。  

（11）嘱託歯科医 １人（任命、または委託）  

   嘱託歯科医は、健康相談、保健指導、健康診断のうち、歯の検査等を行う。  

 

（学期）  

第７条 本園の学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。  

２ １年を次の３学期に分ける。  

（１）第１学期 ４月１日 から ７月３１日 まで  

（２）第２学期 ８月１日 から １２月３１日 まで  

（３）第３学期 １月１日 から ３月３１日 まで  

 

（教育及び保育を提供する日）  

第８条 本園の特定教育・保育を提供する日は、月曜日から土曜日までとする。ただ

し、国民の祝日に関する法律（昭和 22 年法律第 178 条）に規程する休日及び年末年

始（12 月 29 日から 1 月 3 日まで）を除く。  

ただし、１号認定に関しては、土曜日は休日とし、上記国民の休日に加え、お盆休

み期間（8 月 13 日から 8 月 16 日）、年末年始（12 月 29 日から 1 月 4 日）を休日と

する。  

２ 本園は、前１項の規定に関わらず、教育・保育の提供を行う上で必要がある又は

やむを得ない事情があるときは、あらかじめ園児の保護者に情報提供を行い、前項

に規定する休業日に教育・保育を提供することがある。  

３ 本園は、非常災害その他急迫の事情があるときは、教育・保育の提供を行わない
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ことがある。  

 

（教育及び保育を提供する時間）  

第９条 本園の教育及び保育を提供する時間は、次のとおりとする。  

１号認定  

①教育標準時間 ： 午前８時～午後４時迄  

２号、３号認定  

 ②保育標準時間 ： 午前７時～午後６時迄  

  ③保育短時間  ： 午前８時～午後４時迄  

 なお、本園開所時間午前７時～午後７時の時間帯においては、やむを得ない事情に

より教育及び保育が必要な場合は、時間外保育（有料）を行う。  

２ 当園は、保育認定子ども（２・３号認定）が、やむを得ない理由により、保育標

準時間認定に係る保育時間（１１時間）及び保育短時間認定に係る保育時間（８時

間）の前後に保育を希望する場合には、開所時間内において延長保育事業を実施す

ることとする。  

３ 本園は、教育標準時間認定子ども（１号認定）が、やむを得ない理由により、教

育時間の前後に保育を希望する場合には、開所時間内において預かり保育を実施す

ることとする。  

 

（利用者負担その他の費用等）  

第１０条 支給認定保護者（以下「保護者」という。）は、保護者の居住する市町村の

長が定める保育料を本園に直接支払うものとする。  

２ 前項に定めるもののほか、時間外保育料として別表１に定める費用を徴収する。  

３ 前項に定めるもののほか、教育・保育の提供に要する実費に係る利用者負担とし

て別表２に掲げる費用を徴収する。  

４ 前項に定めるもののほか、教育及び保育において提供する便宜に要する費用とし

て保護者から実費の負担を受ける必要が生じた時は、金額、使途及び負担を求める

理由を保護者に説明し、同意を得たうえで負担を求めることができる。  

 

（認可定員）  

第１１条 本園の認可定員は、１号認定１５名、２号･３号認定１００名、計１１５名
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とする。  

 

（利用定員）  

第１２条 本園の利用定員は次のとおりとする。なお、１号利用定員は認可定員１５  

名の範囲で調整することができる。また、２号・３号利用定員は入園待機児童解消  

の為、利用定員を超えて入園することがある。ただし、その範囲は年度途中で２０％  

を超えないものとする。  

（１）１号認定    ３歳児   ５人  ４歳児   ５人  

５歳児   ５人  

（２）２号認定    ３歳児  ２０人  ４歳児  ２０人  

５歳児  ２０人           

（３）３号認定    ０歳児  １０人  １歳児  １５人   

２歳児  １５人  

 

（利用開始及び終了に関する事項等）  

第１３条 本園は、市町村が行った利用調整により本園の利用が決定されたときかつ

教育及び保育の実施について委託を受けた時は、これに応じる。  

２ １号認定においては、本園と保護者で契約を行った場合。  

３ 園児が次のいずれかに該当する場合は、教育及び保育の提供を終了する。  

 （１）当該園児に係る支給認定の効力が失われたとき  

 （２）保護者から本園の利用について取り消しの申し出があったとき  

 （３）市町村が当該園児の利用継続について不可能であると認めたとき  

 （４）保育料の滞納が続いたとき  

 （５）その他、利用継続に置いて重大な支障又は困難が生じたとき  

４ 転園、卒園もしくは休園等の必要が生じた場合  

 （１）転園及び卒園等による教育・保育の提供の終了に際しては、学校・特定教育

保育施設、地域の子ども・子育て支援事業を行う者と密接な連携をとり、当

該園児の情報提供を通じて、円滑な接続に配慮するものとする。  

 （２）園児の休園に際しては、保護者からの届出を受けるとともに、休園事由によ

っては、必要な情報提供を継続し、園児の円滑な再登園に配慮するものとす

る。  
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５ １号認定においては、利用定員を超える入園申込みがあった場合は、次の方法に

より選考を行い、園長が入園者を決定する。  

 （１）新年度入園申込受付期間中に定員を超えた場合は、各学年の人数を配慮した

うえで抽選とする。  

 （２）新年度入園申込受付以降の場合は、基本先着順とする。  

６ 前項の選考方法その他入園に必要な手続きは、毎年度募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時等における対応方法）  

第１４条 本園の職員は、教育及び保育の提供時に、園児の体調の急変、その他事故  

等の緊急事態が生じた場合は、当該園児の保護者に連絡するとともに、嘱託医また  

は当該園児の主治医に相談する等の必要な措置を講じる。  

２ 教育及び保育の提供により事故が発生した場合は、市町村及び当該園児の保護者

に連絡するとともに、必要な措置を講じる。  

３ 本園は、事故の状況や事故に際して講じた措置について記録するとともに、事故

発生の原因を解明し、再発防止のための対策を講じる。  

４ 本園は、園児に対して教育及び保育の提供により、賠償すべき事故が発生した場

合は、損害賠償を速やかに行う。  

 

（非常災害対策）  

第１５条 本園は、非常災害に関する具体的な計画を立て、防火管理者を定め、非常

災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを職員に周知するととも

に、毎月１回以上、避難訓練及び消火訓練その他必要な訓練を実施する。  

 

（虐待の防止のための措置）  

第１６条 本園は、園児の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者の設置その他必

要な体制の整備を行うとともに、職員に対する研修の実施等の措置を講じる。  

 

（秘密保持）  

第１７条 本園の職員及び職員であった者は、正当な理由がなく、その業務上知り得

た園児又はその家族の秘密を漏らしてはならない。  

２ 本園は、小学校、他の教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行う者
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その他の機関に対して、園児に関する情報を提供する際には、あらかじめ文書によ

り利用する子どもの保護者の同意を得る。ただし、特段の理由がある場合もしくは

別に定めのある場合は除く。  

 

（苦情対応）  

第１８条 本園は、その提供した教育及び保育に関する苦情に迅速かつ適切に対応す

るために、苦情を受付けるための窓口を設置し、保護者等に対して公表するととも

に、苦情に対して必要な措置を講じる。  

２ 本園は、前項の苦情を受付けた場合には、当該苦情の内容等を記録する。  

３ 本園は、市からの求めがあった場合は、市が行う調査に協力するとともに、市か

ら指導又は助言を受けたときは、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うもの

とする。  

 

（文書の管理）  

第１９条 文書は、正確、迅速、丁寧に取扱い、事務が円滑かつ適正に行われるよう

に処理しなければならない。  

 ２ 文書は、常に整理し、点検され、正しく保管され、重要なものは非常災害時に

持ち出しができるよう常に整備し、紛失、盗難、火災等に対する予防措置を講じ

なければならない。  

 ３ 本園に備えるべき薄冊及び保存年限は別表３のとおりとする。  

 

（平等の原則）  

第２０条 本園は、園児及びその保護者の国籍、信条、社会的身分または保育料の負

担の有無及び額により差別的取扱いをしない。  

 

（登退園）  

第２１条 登退園については、原則として保護者が付き添うものとするが、希望者は、  

園バスによる送迎を行う。  

 

（欠席）  

第２２条 園児が欠席する場合には、保護者は口頭またはメール（「コドモン」連絡に
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よる）で園長に届け出るものとする。  

２ 園長は、園児が前項に定める届出がなく２週間以上欠席した場合は、市町村に届

け出なければならない。  

 

（保護者との連絡）  

第２３条 本園は、保護者と常に連絡を保ち、教育及び保育方針、成長、栄養状態、

園運営などについて保護者の協力を得るものとする。  

 

（健康管理）  

第２４条 本園は、常に園児の健康に留意し、年２回以上の健康診断及び歯科健診を

実施し、その結果を記録するものとする。  

 

（改正）  

第２５条 この規程を改正、廃止するときは、社会福祉法人武内福祉会理事会の決議

を経るものとする。  

 

附則  

1.この規程は平成３１年４月１日から施行し、従来の運営規程は廃止する。  

1.第１２条の改正は平成３１年４月１日、別表２の改正は令和元年１０月１日から施

行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表１ 時間外保育料  

＊１号認定  

16：00～19：00 100 円／時間（最大 300 円）  

一時預かり保育（行事の場合は除く）  日額 700 円（別途給食費 250 円）  

＊２号、３号認定  

保育標準時間   18：30 以降  100 円／回  

保育短時間  16：00 以降  １時間毎 100 円（基本的には最大 300 円） 

 

別表２ （教育・保育の提供に要する実費に係る利用者負担）  

項目  対象  内容、負担を求める理由、目的  金額  

給食提供にか

かる費用  

１号認定  食材料費を徴収  

主食を除く給食  
月額 4500 円  

２号認定  主食を除く給食  月額 5000 円  

絵本代  １歳以上児  園児の読む絵本代  月額 300～500 円程度  

保護者会費  全園児  
保護者負担金や保護者会運営行

事の費用  
月額 300 円  

保険加入に係

る保護者負担  

 園が加入する損害補償保険の保

護者負担分  
保護者会費より負担  

制服代  ３歳以上児  
体操服、園児服、半ズボン、遊

び着、カバン  
実費  

教材費  

 クレヨン、自由画帳、はさみの

購入費用（制作活動に使用する

ため）  

実費  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表３ 備え付け帳簿等の種類と保存年限  

 

区 分  帳簿・名簿等  保存年限  備 考  

 

１ 施設管理関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 職員関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）園運営規程  

（２）就業規則程  

（給与規程を含む）  

 

（３）施設台帳  

（認定こども園台帳）  

 

（４）園日誌  

 

 

（５）職員会議録  

（６）職員研修記録簿  

（７）事業計画・事業報告  

 

（１）職員名簿  

  ア．名簿  

  イ．履歴書  

  ウ．保育士 /幼稚園教諭登

録証  

（２）職員出勤簿  

（３）職員健康診断記録簿  

（４）職員検便記録  

（証拠書類の整理）  

（５）社会保険・雇用保険関

係書類  

 

（６）所得税（源泉徴収税関

係書類）  

（７）退職共済加入関係書類  

（８）民間施設給与等改善費

適用関係書類  

（９）職務分担表  

 

永久  

永久  

 

 

永久  

 

 

５年  

 

 

３年  

１年  

３年  

 

永久  

 

 

 

 

３年  

５年  

５年  

 

５年  

 

 

５年  

 

５年  

５年  

 

１年  

 

 

労働基準監督署への届

け出が必要  

（職員１０人以上）  

認可書・内容変更関係書

類・土地・建物の図面  

職員・児童の出欠  

来訪者・行事・会議等

日々の記録  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タイムカードでも可  

個人別に年１回実施  

 

 

加入、脱退が明らかにな

るような書類整理を要

する。  

 

 

 

 

 

 



 

 

 

３ 児童関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 非常災害関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 給食関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）児童名簿  

（２）入所関係書類  

 

（３）児童票（教育・保育経

過記録を含む）  

（４）児童健康診断記録  

（５）教育・保育指導計画  

 ア、年間指導計画  

 イ、月間指導計画  

 ウ、週案  

（６）園だより  

（７）連絡帳  

（８）保健日誌・０歳児の日々

の計画  

（９）特例対象児名簿  

 

（１）防火管理者選任届  

（２）消防計画  

（３）消防署立入検査関係書  

   類  

（４）消防用設備等点検結果

報告書控  

（５）非常災害訓練実施要領  

（緊急連絡体制含む）  

（６）非常災害訓練実施記録       

   簿  

 

（１）集団給食開始届  

（２）集団献立表（予定献立

実施献立）  

（３）給食日誌  

（４）栄養出納帳  

（５）物品出納帳（食品受払

簿）  

 

 

５年  

３年  

 

６年  

 

３年  

１年  

 

 

 

１年  

1 年  

５年  

 

５年  

 

永久  

永久  

３年  

 

３年  

 

３年  

 

３年  

 

 

永久  

３年  

 

１年  

３年  

３年  

 

 

 

こども園入園承諾書  

こども園契約書、契約解

除通知書等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防署への届出必要  

消防署への届出必要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

６ 会計経理関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（予算関係）  

 

（１）開始貸借対照表  

（２）財産目録  

 

（３）不動産台帳  

   固定資産物品台帳  

（４）備品台帳  

（５）総勘定元帳（勘定表）  

（６）仕訳帳（仕訳伝票）  

（７）日記帳  

（８）補助簿  

  ア、理事会関連経費補助

簿  

  イ、私的利用徴収簿  

  ウ、職員実費徴収簿  

  エ、保護者負担金徴収簿  

（９）必要に応じて作成する

補助簿  

  ア、小口現金出納帳  

  イ、銀行勘定帳  

  ウ、預り金台帳  

  エ、借入金台帳  

  オ、貸付金台帳  

カ、未収金台帳  

キ、未払金台帳  

ク、現金出納帳  

（１０）月次試算表  

（１１）予算対比書  

（１２）給与台帳  

（１３）証明書類綴  

    発注書・納品書  

    請求書・領収書  

（１４）運営費、県市町村補

助金請求書  

（１５）振興費積立状況書  

（１６）予算書（当初、補正

 

永久  

永久  

 

永久  

 

１０年  

１０年  

１０年  

１０年  

１０年  

 

 

 

 

 

１０年  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０年  

１０年  

１０年  

１０年  

 

 

１０年  

 

永久  

１０年  

 

法人本部・こども園  

法人一本で可。会計区分

の表示を要す。  

 

 

法人本部・こども園  

については必要なもの

のみ  

 

（注）（５）～（１２）

までは閉鎖の日の属す

る会計年度の翌会計年

度の期日から起算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）作成または受領の

日の属する会計年度の

期首から起算する  

 

 

 

 

積立状況を明らかにし  

ておくこと  

法人本部・こども園  



 

 

 

（決算関係）  

 

 

 

予算書・執行計画）  

（１７）決算報告書  

  ア、貸借対照表  

  イ、収支計算書  

（１８）決算試算表  

（１９）決算附属明細書  

  ア、金銭現在高明細表  

  イ、預金残高証明  

    当座残高照合表  

  ウ、借入金明細表  

  エ、貸付金明細表  

  オ、未収金・未払金  

    預かり金明細表  

  カ、物品現在高報告書  

（２０）繰越金計算書  

 

 

 

永久  

永久  

１０年  

１０年  

１０年  

１０年  

 

１０年  

１０年  

１０年  

 

１０年  

算出基礎の付記を要す  

法人本部・こども園  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務費等繰越金  

事業費繰越金の区分要  

 

 

 


